































































































いて～大仙市空き家等の適切管理に関する条例～」『自治体法務 NAVI』Vol.47 30 頁以下（第一法規）
4　水道利用者の情報を利用することは、個人情報の目的外使用にあたるため、個人情報保護法等に配慮して行う必
要がある。
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あるけれども、建物の外観からはおよそ人が住めるような状態に無く、郵便物もたまって
いるような場合、常時無人といえるかについては、やはり判断に迷う場合が多いと思われ
ます。
　　　　　また、②管理不全な状態の基準としては、「老朽化が著しい」とか、「建物の倒壊のおそ
れ」、「不特定者の侵入による火災や犯罪誘発のおそれ」、「草木の繁茂、害虫の繁殖」等が
あると思います。老朽化等については、建物の判定検査を行い、点数化することにより、
判断しているようです5。ただし、倒壊の恐れと草木の繁茂を同列に扱うことはできないわ
けで、管理不全により、どのような現実の危険が発生しているかによって、執りうる手段
も変わってくると思います。
　　⑵　調査方法
　　　　　調査方法については、自治体が有しているデータによる調査、外観調査、立入調査と言っ
た方法があります。個人情報保護との関係で自治体が有しているデータをどこまで利用し
ていいのか、立入調査に強制権限があるのか等の問題が内在化しており、それらの問題に
ついては、問題提起にとどめさせていただきます。
　３　所有者の調査
　　⑴　登記簿謄本による調査
　　　　　管理不全な状態の空き家が見つかり、次の手続きを行っていく際、特定しなければなら
ないことが、その空き家の所有者は誰なのかということになります。行政としては、その
所有者を名宛人として、手続きを行わなければ、先に進んでいきません。
　　　　　空き家の所有者を特定する上で、まず見なければいけないものが、空き家とその土地の
登記簿謄本となります。
　　　　　空き家やその土地の登記名義人が判明すれば、その人物に連絡をとって、所有者の確認
をすることが出来ますし、所有者が分からなくとも何らかの手がかりを得ることができま
す。
　　　　　登記名義人の連絡先を知るために、住民票や戸籍の付票を確認する必要がある場合があ
ります。住民票や戸籍の付票は自治体が管理しており、取り寄せは簡単なようにも思えま
すが、やはり個人情報の目的外利用であるため、個人情報保護の観点からの考慮が必要で
す。なお、迂遠な手段かも知れませんが、弁護士に依頼をすれば、職務上請求により、住
民票等は取得できることがあります。
5　『空き家等の適正管理条例:老朽危険家屋等から住民の安全・安心を守る:喫緊の自治体(行政・議会)施策:〔所
沢市/足立区大仙市/柏市議会〕条例にみる制定・運用(代執行等)・効果と政策法務』　北村喜宣[ほか]執筆;地域
科学研究会企画・編集（地域科学研究会、2012.8）
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　　⑵　固定資産台帳による調査
　　　　　土地の登記名義人が存在しないことは滅多にありませんが、建物の登記がなされていな
いことはままあり、土地の登記名義人に問い合わせても空き家の所有者の手がかりがつか
めないことがあります。その場合、固定資産台帳を見れば、その建物の固定資産税の納税
義務者が判明し、その納税義務者に対して、空き家対策条例、行政代執行法の手続を行っ
ていくことができます。
　　　　　この場合、固定資産台帳の情報を取得する際に問題となるのが、地方税法22条で、「地
方税に関する調査…に関する事務又は地方税の徴収に関する事務に従事している者又は従
事していた者は、これらの事務に関して知り得た秘密を漏らし、又は窃用した場合におい
ては、二年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。」とされています。納税者の情報
を行政機関内部で利用することが「秘密」を漏らしたことに当たるかは、議論があります
が、私見としては「秘密」を漏らした事に当たる可能性は十分にあり、立法的な解決が必
要な問題であると考えます。
　４　所有者が不在であるときの手続
　　⑴　はじめに
　　　　　上記のとおり、所有者を調査しても、所有者が判明しない場合、もしくは所有者が死亡
もしくは所在不明となっている場合、どのような手続きをとればいいのかについて検討し
ていきたいと思います。
　　⑵　所有者が死亡しており、相続人がいる場合
　　　　　まず、所有者が死亡していることが判明した場合、戸籍謄本により、相続人を特定して
いく必要があります。民法によれば、所有者死亡後、遺産分割が未了である場合には、相
続人全員の共有状態にありますので、空き家対策条例、行政代執行法の手続きは、原則と
して、相続人全員を相手に行わなければなりません。一方、所有者死亡後、遺産分割がな
されている場合には、遺産分割によって、その空き家の所有権を相続した相続人が所有者
になりますので、その相続人を名宛て人として、手続きを進めていけばいいことになりま
す。
　　⑶　所有者が死亡しており、相続人がいない場合
　　　　　所有者が死亡しており、相続人が存在しない、または不存在が明らかでない場合、もし
くは相続人全員が相続を放棄した場合、相続財産を管理する人を家庭裁判所に選定しても
らう必要があります。その管理者を「相続財産管理人」といい、管轄の家庭裁判所に選定
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を申し立てることができます。
　　　　　相続財産管理人の選定の申立に必要な資料は、申立書をはじめとして、相続人・被相続
人のすべての戸籍謄本や、不動産登記事項証明書に加えて、利害関係を証する資料が必要
であり、条例に基づく空き家除却の場合は、条例に該当する事実や指導・勧告を行う必要
性を基礎付ける事実を証明する調査報告書などが必要になると思われます6。
　　　　　申立費用としては、申立手数料が５千円程度（裁判所により異なります）、管理人の報
酬となる予納金が数十万円程度必要になりますが、管理人候補者を事前に指定し、その候
補者と費用について事前に協議しておけば、予納金額を抑えることが可能です。管理人に
ついては、特に本件のような財産の処分が絡むような場合、弁護士等の専門家が選定され
る場合が多いと思われます。
　　⑷　所有者が所在不明の場合
　　　　　所有者がどこにいるか分からない、すなわち所有者の住民票上、登記上の住所にすでに
住んでいないような場合、公示送達により、助言・指導・勧告を行うことができます。そ
の方法は、管轄の簡易裁判所に申立を行うという方法をとり、その添付資料としては、相
手方が所在不明であることを立証する文書、すなわち返送された郵便物、住民票、戸籍の
付票、現地の調査報告書などが必要となります7。
　　　　　この公示送達の申立を行う際、裁判所から「不在者財産管理人の選定」という方法を促
される場合があります（公示送達の申立を行わずに、「不在者財産管理人の選定の申立」
を行うことも可能です）。公示送達による意思表示に比べて、不在者の手続保障を厚くし
たのが、この「不在者財産管理人選定の申立」で、不在者の財産を管理する人を家庭裁判
所が選定し、その管理人に対して、各種手続きを行うことになります。不在者財産管理人
制度は、上述の相続財産管理人と似た制度であり、管轄の家庭裁判所に選定の申立をする
ことになります。必要な資料としては、申立書、不在者の戸籍謄本、戸籍の付票、不在の
事実を証する資料、不在者の財産に関する資料、申立人の利害関係を証する資料等で、申
立の手数料は数千円程度で、相続財産管理人の選定の申立と同様、管理人の報酬として数
十万円の予納金が必要です8。
6　詳しい申立方法については、片岡武ら「家庭裁判所における成年後見・財産管理の実務」（日本加除出版　2011年）
や裁判所HPを確認のこと。
7　詳しい方法は、園部厚『書式　意思表示の公示送達・公示催告・証拠保全の実務［第５版］』（民事法研究会　
2011年）等を参考のこと。
8　詳しい方法は、注６の資料を参考のこと。
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　　⑸　相続財産管理人・不在者財産管理人（以下「管理人等」とします。）選任の申立を行う際
の問題点
　　　　ア　地方公共団体が管理人等の選定をすることが出来るか
　　　　　　この問題点は、地方公共団体が管理人等の選定の利害関係を有するかという問題です
が、結論としては、空き家対策条例の助言・指導・勧告を行うために、管理人等の選定
をすることは可能です。
　　　　　　先例として、道路工事・河川工事に関連して、土地を公共用地として取得する際に管
理人等の選定ができるとした昭和38年12月28日最高裁家二第163号家庭局長回答や、道
路管理者たる町村長が、道路敷地買収にあたり、利害関係人にあたるとした法曹会昭和
11年３月25日決議があり、空き家対策条例に基づく助言・指導・勧告、その後の措置命
令を行う際には、これらの先例よりも、管理人等を選定する必要性は高いといえますの
で、申立の利害関係を有すると判断できるでしょう。
　　　
　　　　イ　管理人等の職務
　　　　　　管理人等の職務は、財産の管理ですので、原則としては保存行為のみを行うことがで
きます。空き家対策条例の各種手続きの名宛て人とすること自体には、問題ありません
が、仮に管理人等が任意で空き家の除却を行う場合には、保存行為ではなく、処分行為
にあたりますので、家庭裁判所の許可が必要となり、その許可を求める審判が必要とな
ります。
　　　　　　とはいえ、他の財産がなければ、除却費用をまかなうことができないので、空き家対
策条例の手続で問題となるような場合には、各種の補助金の助成を受けても、任意で除
却を行うことは困難な場合が多いでしょう。
　５　費用回収
　　⑴　はじめに
　　　　　空き家の除却は、周辺住民の危険を取り除くために行われるものですので、費用面を二
の次にして行う場合が大半でしょう。しかし、自治体の財政も決して裕福とはいえません
から、費用がいくらかかるかも重要な判断基準となります。そこで、最後に費用面の話を
しておきたいと思います。
　　⑵　代執行費用の回収
　　　　　行政代執行として、空き家の除却を行った場合、最もお金がかかるのは、空き家の撤去
費用となると思われます。その費用は、もちろん空き家の構造や大きさにより異なります
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が、百万円単位のお金が必要となることが多いでしょう。
　　　　　行政代執行の費用回収方法としては、行政代執行法６条に国税徴収法の例によるとあり
ますので、裁判所の手続きを利用することなく、差押えや競売を行うことが可能です。こ
のあたりは、自治体の税務担当の方の詳しいと思われますので、私からの説明は割愛させ
ていただきます。
　　　　　ただし、強制執行が可能とはいっても、抵当権に劣後しますので、仮に空き家とその土
地の所有者が同一であり、土地の競売が可能でも、十分な費用回収ができない場合も多い
と思われます。
　　⑶　管理人等選定費用
　　　　　管理人等の選定費用、具体的には選定申立費用と管理人等の報酬は、相続財産・不在者
財産から充当されます。しかし、空き家除却が問題となる場合には、それらの財産が十分
でない場合が、大半ですので、結局、申立人の負担した予納金から管理人等の報酬が払わ
れ、申立人の負担となる場合が多いでしょう。
　　　　　仮に、選定の申立を代理人に依頼した場合、その代理人の報酬は、申立人である自治体
の負担となりますので、留意が必要です。
　　⑷　現実的な費用回収の可能性
　　　　　所有者が空き家を放置している理由の多くが、金銭的な事情によるものだと思われます
ので、一般的に費用の回収は困難であるといえます。
　　　　　やはり、空き家の除却によって得られる利益が、周辺住民の生命や身体といったかけが
えのないものであることに鑑みて、費用面を二の次にしてでも、空き家を除却するといっ
た姿勢が、必要な現状があります。
第４　終わりに
　　　空き家の除却の手続きは、空き家の認定、管理不全状態の認定、所有者の調査、費用面など、
各種の問題が残存しており、実際に執行を行う際の障害は小さくありません。しかし、空き家
の放置は周辺住民の安全を脅かす重大な問題であり、避けて通ることができない場面が出てく
ると思います。
　　　そんなときに、本稿や本稿で紹介した参考文献が少しでも自治体の手助けとなればという思
いで、記させていただきましたので、何かの参考となれば、幸いです。
